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・平成 25 年度予算事業を対象とする。 
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OECD Innovative Learning Environments (ILE) Innovative Cases の 38 の Inventory  
Cases から地域や内容の偏りがないよう選択し，７事例について翻訳し掲載した。 









１．行政主導のまちづくり     ５件 
２．市民による地域活性化     ５件 
３．連携支援      ３件 
４．子育て支援      ２件 
５．教材提供      ２件 
６．青少年育成      ５件 
７．公民館・図書館・博物館を中心にした教育連携  ６件 
８．芸術振興      ３件 
９．大学による地域連携     ２件 
10．国際連携      １件 
     合 計     34件 
１．メルボルン・王立小児病院（オーストラリア） 
２．ユイルパーク P-8 コミュニティ・カレッジ（オーストラリア） 
３．コミュニティ学習キャンパスにおけるオールズ高等学校（カナダ） 
４．クオピオ文化パスプログラム（フィンランド）   
５．イェーナのイェーナプラン学校（ドイツ）    
６．巡回教育アドバイザー：ネサワルコヨトル・スクール（メキシコ） 




























    Ⅴ．生涯学習・社会教育に関する計画の策定について 
    Ⅵ．社会教育委員の会議，生涯学習審議会の設置，及び 
  青少年の策定過程への参画 
    Ⅶ．教育関連の事業内容 
    Ⅷ．企業・NPO 等との連携・協働の実態 
    Ⅸ．企業・NPO 等との連携・協働の利点・課題 





  調査票配布数   47 件 
  回収数（回収率）  46 件（97.9％） 






  調査票配布数   1,737 件 
回収数（回収率）       1,296 件（74.6%） 



















都道府県 47 46 45 --- 95.7 
市区町村 １.政令指定都市 20 14 14 1.1 70.0 
２.中核市 45 41 41 3.2 93.2 
３.特例市 39 24 24 1.9 74.4 
４.上記 1.2.3.以外の市 686 555 551 42.7 79.4 
５.東京都特別区 23 21 21 1.6 91.3 
６.町 742 528 525 40.7 70.9 
７.村 182 113 113 8.8 62.1 
 合 計 1,737 1,296 1,289 100.0 74.3 
 ・政令指定都市：要件として人口 50 万以上の市のうち政令で指定 
・中核市：要件として人口 20 万以上の市の申出に基づき政令で指定 
・特例市：地方自治法の一部を改正する法律（平成 26 年法律第 42 号）による特例市制度の廃止（平成 27
年 4 月 1 日施行）の際，現に特例市である市。要件として人口 20 万以上の市の申出に基づき政令で指定 
 
（２）企業調査（「報告書Ⅲ」） 

























Ⅰ．教育 CSR 活動 
Ⅱ．主たる青少年対象の教育 CSR 活動 
Ⅲ．教育事業への関心・特色ある教育 CSR 活動事例・意見 
 
⑤調査票の配布・回収状況 
 調査票配布件数   247 件 
 回収数（回収率）   123 件 （49.7％） 


















全国の中間支援組織 529 団体 (都道府県内訳は図表 1−４のとおり)。 
 
対象機関の特定に当たっては，平成 26（2014）年 12 月現在，①認定特定非営利活動法
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 調査票配布件数   529 件 
 回収数（回収率）   133 件 （25.1％） 







No 都道府県名 団体数 No 都道府県名 団体数 No 都道府県名 団体数 
１ 北海道 13(4) 17 石川県 5(2) 33 岡山県 6(1) 
２ 青森県 3(2) 18 福井県 6(1) 34 広島県 8(0) 
３ 岩手県 10(3) 19 山梨県 3(1) 35 山口県 10(2) 
４ 宮城県 12(6) 20 長野県 9(2) 36 徳島県 4(1) 
５ 秋田県 5(0) 21 岐阜県 12(2) 37 香川県 4(1) 
６ 山形県 7(2) 22 静岡県 16(4) 38 愛媛県 12(5) 
７ 福島県 17(4) 23 愛知県 31(6) 39 高知県 3(2) 
８ 茨城県 7(1) 24 三重県 17(2) 40 福岡県 21(6) 
９ 栃木県 11(3) 25 滋賀県 11(7) 41 佐賀県 13(2) 
10 群馬県 11(5) 26 京都府 19(4) 42 長崎県 4(1) 
11 埼玉県 17(3) 27 大阪府 33(11) 43 熊本県 7(2) 
12 千葉県 23(4) 28 兵庫県 18(5) 44 大分県 3(0) 
13 東京都 47(11) 29 奈良県 5(0) 45 宮崎県 2(0) 
14 神奈川県 29(6) 30 和歌山県 5(2) 46 鹿児島県 7(2) 
15 新潟県 7(2) 31 鳥取県 2(0) 47 沖縄県 8(1) 
















      地域政策担当参事官） 
 
（３）講演（「報告書Ⅰ」講演録） 
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 サードセクターに関しては，協同組合等の「非営利事業体」と，公益法人や NPO 法
人等の「非営利事業体」，そして「社会的企業」の三つで構成されるという整理が明確で
ある（向井, 2015, 1 章）。社会教育や生涯学習の領域におけるサードセクターへの期待
は，これまで特に NPO 法人への期待として表れてきたと言えよう（佐藤編, 2001，佐藤





















































出典：「第 6 期生涯学習分科会における議論の整理（中間取りまとめ）概要」の図を転載。 
（http://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2012/09/03/1325216_7_1.pdf） 

















































































金提供者が含まれうる）との合意」（OECD, 2008=2014, p.26）のことを指す。 










 1999（平成 11）年の PFI 法制定後，2014（平成 26）年 9 月末現在の事業数は 468 件と
なっており，導入事例として最も多いのが，「教育と文化（文教施設，文化施設）」関係の












に基づく点が異なる（OECD, 2008=2014, p.31）。 














































女性教育施設 社会体育施設 文化施設 生涯学習
センター
公立の施設数 53,804 15,392 3,249 4,253 1,020 277 27,469 1,742 409
うち指定管理者導入施設数 14,098 1,319 347 1,211 393 88 9,714 935 91
公立の施設数に占める割合 26.2% 8.6% 10.7% 28.5% 38.5% 31.8% 35.4% 53.7% 22.2%
地方公共団体 147 9 1 24 9 - 95 9 -
民法第34条の法人 5,796 285 52 640 150 34 4,038 550 47
会社 3,865 92 223 242 87 7 2,953 244 17
NPO 1,136 33 44 77 49 22 858 47 6
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 『文部科学省事後評価表』は，「行政機関が行う政策の評価に関する法律」（平成 13 年法
律第 86 号）第 7 条第１項及び「文部科学省政策評価基本計画（平成 20～24 年度）」（平成













各局課に照会し回答を得た。照会日時は，平成 26 年５月 19 日（月）～５月 26 日（月）
である。 








   
２．結 果 
（１）『文部科学省事後評価表（平成 24 年度）』記載事業 
①連携・協働事業数 
 文部科学省 75 部署のうち，『文部科学省事後評価表（平成 24 年度）』記載事業で「連












図表３－１ 事業数上位課（3 事業以上） 
コード 局 名 課 名 
出現数
（件） 
607 科学技術・学術政策局 産業連携・地域支援課 ６ 





404 初等中等教育局 児童生徒課 ４ 
904 スポーツ・青少年局 学校健康教育課 ４ 
305 生涯学習政策局 男女共同参画学習課 ３ 
502 高等教育局 大学振興課 ３ 













   図表３－２ 連携・協働の検索語が事業に入っていない文部科学省の部署 
コー ド 局名 担当課名 コー ド 局名 担当課名 








103 大臣官房 会計課 703 研究振興局 学術機関課 
104 大臣官房 政策課 704 研究振興局 学術研究助成課 
111 大臣官房文教施設企画部 施設企画課 801 研究開発局 開発企画課 
112 大臣官房文教施設企画部 施設助成課 802 研究開発局 地震・防災研究課 




805 研究開発局 宇宙開発利用課 
301 生涯学習政策局 政策課 807 研究開発局 
参事官（原子力損害
賠償担当） 
303 生涯学習政策局 情報教育課 901 スポーツ・青少年局 
スポーツ・青少年企画
課 
306 生涯学習政策局 参事官 903 スポーツ・青少年局 競技スポーツ課 
402 初等中等教育局 財務課 905 青少年課  （記入なし） 
408 初等中等教育局 教科書課 906 スポーツ・青少年局 
参事官（青少年健全
育成担当） 








1103 文化庁・長官官房 国際課 
511 高等教育局私学部 私学行政課 1201 文化庁・文化部 芸術文化課 




1301 文化庁・文化財部 伝統文化課 






1303 文化庁・文化財部 記念物課 





 文部科学省で「連携」「協働」「パートナーシップ」の検索用語が出現した部署は 31 で
あったが，その中で各課等が実施している事業数を見てみると，全部で 65 事業である。

































 目   的 出現数
（件） 
事業名 



























































































 回答があった 33 件の内訳は図表３－４のとおりである。 
 回答のうち，「科学技術政策局科学技術・学術戦略官」が 14 と最も多く，全体の約 4 割
を占める。 
図表３－４ 回答局課内訳 
局 名 課 名 
出現数
（件） 
科学技術政策局 科学技術・学術戦略官（制度改革・調査担当）付 14 
生涯学習政策局 生涯学習推進課 専修学校教育振興室 ２ 
生涯学習政策局 社会教育課 地域・学校支援推進室 ２ 
スポーツ・青少年局 学校健康教育課  ２ 
初等中等教育局 児童生徒課生徒指導室 ２ 
生涯学習政策局 生涯学習推進課 民間教育事業振興室 １ 
スポーツ・青少年局 スポーツ振興課 １ 
初等中等教育局 児童生徒課 １ 
初等中等教育局 特別支援教育課 １ 
初等中等教育局 教職員課改革推進係 １ 
初等中等教育局 教職員課現職教育係 １ 
科学技術政策局 企画評価課政策科学推進室 １ 
高等教育局 学生・留学生課留学生交流室 １ 
高等教育局 専門教育課教育振興係 １ 
高等教育局 専門教育課情報教育推進係 １ 
国際統括官付 ユネスコ振興推進係 １ 
合 計 33 






会，ユネスコに関わる活動機関・団体）７，企業２の合計 42 である。 
 文部科学省の行政特色として，高等教育機関に関する連携・協働事業数が多い。 
③連携先（複数回答） 
 33 事業の連携先として挙がっているものは，国際機関１，国 2，地方自治体（教育委員
会を含む）10，教育機関（学校，大学を含む）・研究機関 11，NPO 等法人（社会福祉法
人，公益財団法人，社団法人等含む）36，産業界・地元経済団体等６，企業 42，民間団






















Haas, P.M.,1992, ‘Introduction: epistemic communities and international policy  
  coordination’, International Organization, vol.46, no.1, pp.1-35.） 
文部科学省 平成 24 年度文部科学省政策評価実施計画




【参考１】 『文部科学省事後評価表（平成 24 年度）』における「連携」「協働「パートナー
シップ」に関わる事業 

































































































































































推 進 事 業 【 再
掲】） 





















協 力 推 進 事 業
【再掲】） 



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































国際連携・協力のための会合開催     関係強化・理解
促進 
注：スポーツ・青少年局は平成 27 年 10 月 1 日付で改組再編となった。 
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図表４−２ 行政にとっての連携・協働のメリット(NPO と) 
 

















































































































































































 １）経済的無駄，税金の無駄使いの減少(Circular Economy Model) 
 ２）社会的ネットワークの拡大（地域から全国ネットワークへ） 
 ３）新たな文化や社会的仕組みの生産（NPO と企業による開発） 
 ４）NPO と企業の信用(コンプライアンス)の拡大（行政による保証） 
 
【参考文献】 
Alberta School Board Association else,“The Working Together: Collaborative   
 Practices and Partnership Toolkit”,2013 
立田慶裕「コミュニティ・ラーニング・キャンパス(4)」文部科学教育通信N0.377，28-29ｐ 
  ，2015 












































































































































































































































































Cabinet Office, Center for Social Impact Bonds, “Ministry of Justice: Offenders released from 
Peterborough Prison”, <https://data.gov.uk/sib_knowledge_box/ministry-justice-offenders-released-
peterborough-prison>（最終閲覧日：平成 28(2016)年 2 月 14 日） 
ドラッカー, P.F.,（上田惇生訳）, 2015,『イノベーションと企業家精神』ダイヤモンド社. 
Finance for Good, “About Social Impact Bonds ”, 
<http://financeforgood.ca/about-social-impact-bonds/>（最終閲覧日：平成 28(2016)年 2 月 14 日） 
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ゴールデンバーグ, J., ボイド, D. ,（池村千秋訳）,2014,『インサイドボックス：究極の創造的思考法』  
  文藝春秋社. 
グラノヴェター,  M.（渡辺深訳）, 1998,『転職―ネットワークとキャリアの研究』ミネルヴァ書房. 
Linkages Committee, 2011, Leveraging Collaboration-Building Strategic Coalitions Among 
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●井上 豊久(福岡教育大学教育学部 教授，むなかた市民フォーラム 代表理事) 
「中間支援研究を当事者の視点からも考える」 























●井上 昌幸（国立教育政策研究所社会教育実践研究センター 社会教育調査官） 

















の適正な配置を熱望するものである。                
 




































































































































                                

























































































社会」を目指している点に，学ぶことは多いように思われる。     
 
























●坂口 緑（明治学院大学社会学部 教授） 
「競争から包摂へ」 























































































































































●野村 和（武蔵野短期大学幼児教育教育学科 准教授） 
「既存の資源を結びつける力」 





生から 6 年生，約 30 人を対象に「子ども大学さやま」を開校している。2015 年度には，














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































渋谷区教育委員会事務局教育振興部長 児玉 史郎氏 



























昭和 38年，オリンピックの前の年が 26万 8000人でピーク，その後，バブルの時代に大幅
に減っているという人口動態を示しております。 
 昭和 61年には 23 万 4000人でしたが，その後は，平成９年までのバブルの時期，いわゆ
る地上げの時期に 5万 1000人ほど減りました。20万ちょっとの自治体で５万人減るという
大幅な人口減少を迎えております。ただ，平成 10年に上向きに移って，今は 20万を超した
形になっています。平成 24 年の３月に 20 万を超したというので，私ども行政職は，「ここ
までやったね」と感慨深く思っています。平成 25年には 20万 2000人になっています。 
  
108 
 世帯人口ですが，これは渋谷区の地域の組成をよく示しています。昭和 30 年が 3.88 人。
いわゆる夫婦２人に子供が２人。おじいちゃん，おばあちゃんもいるかもしれません。この



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































３. 「教育応援プロジェクト～企業の CSR活動による学校との連携」 












































































































































































































































































































































































































































立田 まず，リバネスさんの leave a nestの意義というのは理科教育に限るものですか。
二つ目の質問は，企業の CSR活動では国語教育，数学教育，社会科教育の場合に応用でき
るのでしょうか。 





















































































































































































































































プラットフォーム構想」      
東京都教育庁地域教育支援部生涯学習課課長代理 増田  容子氏 









































































































































































































































































































































年は 30校。平成 26年が 51校。今年は普通科全校での導入を進めているところです。 






















































































































































































































































































































































































































岩崎 ありがとうございました。  


















（平成 26年 4月～平成 28年 3 月） 
 
 
●平成 26年 6月 23日（月） 14時～ 
第１回 総会 （国立教育政策研究所第１特別会議室）      
１．講 演（有識者講演会として一般公開） 
「文化情報資源活用における官民パートナーシップについて―千代田区立図書館を事例と
して」（国立国会図書館電子情報部司書監 柳 与志夫 氏）    
２．研究趣旨説明（挨拶）     
３．研究分担者紹介      
４．研究概要説明     
５．報告 
（１）先行研究レビュー進捗状況     
（２）文部科学省連携事業レビュー進捗状況   
（３）事例調査         
６．研究討議      
７．その他事務連絡        
 
●平成 26年９月 2日（金） 14時～ 
第２回 総会 （国立教育政策研究所第１特別会議室）    
１．講 演（有識者講演会として一般公開） 
「渋谷区における行政と NPO のパートナーシップの現状と今後の展望」 
（渋谷区教育委員会事務局教育振興部長 児玉史郎氏／特定非営利活動法人シブヤ大学学
長 左京泰明氏）     
２．挨拶       
３．オブザーバー紹介
       
 15：43 12分（立田・岩崎） 
４．事例調査報告 
５．質問紙調査の方向性      
６．研究討議         
７．その他事務連絡         
 






●平成 26年 12月 3日（水） 16時 30分～  
第 2回 中間支援組織調査質問紙案検討会（立田・岩崎・荻野・中村） 
（東京大学教育学部研究室） 
 
●平成 26年 12月 11日（木） 14時～ 
認定特定非営利活動法人大阪 NPO センター 
・中間支援組織調査質問紙案への意見聴取（立田・中村） 
 















●平成 27年 1月 13日（火） 14時～ 






●平成 27年１月 30日（金）～２月 24日（火） 




●平成 27年３月３日（火） 14時～ 
 







第３回 総会 （国立教育政策研究所第１特別会議室） 
１．講 演「教育応援プロジェクト−企業のCSR活動による学校との連携」 
          （株式会社リバネス執行役員 長谷川 和宏氏） 
  ２．NPO等を支援する中間支援組織対象の調査内容の検討について 
  ３．次年度の研究計画について 
  ４．その他 
 
●平成 27年４月 13日（月） 13時 30分～ 






●平成 27年４月 20日（月） 10時～ 
第４回 中間支援組織ワーキンググループ 
（国立教育政策研究所第２共同研究室） 




●平成 27年４月 27日（月） 13時 30分～ 











●平成 27年５月 11日（月） 14時～ 








●平成 27年５月 25日（月） 14時～ 








●平成 27年６月８日（月） 14時～ 
















●平成 27年６月 22日（月） 14時～ 






●平成 27年６月 29日（月） 14時～ 

















●平成 27年７月 27日（月） 14時～ 












●平成 27年８月７日（金）～９月 30日（月） 
企業の教育 CSR活動における多様なパートナーシップに関する調査（企業調査） 
 







●平成 27年 10月５日（月） 14時～ 







●平成 27年 10月 26日（月） 14時〜 









●平成 27年 11月９日（月） 14時～ 







●平成 27年 11月 20日（金） 10時～ 
第１回 OECD／ILE先進事例翻訳検討会  
（国立教育政策研究所第２共同研究室） 
 
●平成 27年 11月 20日（金） 14時～ 






●平成 27年 11月 30日（月） 14時～ 







●平成 27年 12月 7日（月） 10時～ 













●平成 27年 12月 21日（月） 14時～ 







●平成 27年 12月 25日（土） 10時～ 
第３回 OECD／ILE先進事例翻訳検討会  
（東京大学工学部 8号館 7階 722号室） 
 
●平成 27年 12月 25日（金） 15時～ 
第８回 中間支援組織ワーキンググループ  




●平成 28年 1月 5日（火） 14時～ 








●平成 28年１月 25日（月） 15時～ 





































平成 28（2016）年３月 31 日 
国立教育政策研究所生涯学習政策研究部（研究代表者 岩崎久美子） 
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